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「「特定機能病院に関する事項について」の一部改正について」について(周知依
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特定機能病院の業務報告につきましては、「医療法の一部を改正する法律のー

部の施行について」(平成5年2月15日付け健政発第98号厚生省健康政策局長

通知)に定める様式に基づき報告等を求めてきたところです。

令和8年4月24日に医療法施行規則の一部を改正する省令(令和8年厚生労

働省令第84号。以下「改正省令」という。)が公布され、改正省令の改正の内容

等については「医療法施行規則の一部を改正する省令の公布等にっいて」(令和

8年4月24日付け医政発0424第 7 号厚生労働省医政局長通知)において周知

しているところです。

今般、別添の新旧対照表のとおり「特定機能病院に関する事項にっいて」(令

和8年4月24日付け医政発 0424 第9号)を本日付けで改正することとし、特

定機能病院の業務報告に係る様式を変更いたしますので、貴職におかれてはこ

れを御了知いただくとともに、管下の関係医療機関等に周知方お願いします。

なお、本通知は、地方自治法(昭和22年法律第釘号)第245条の4第1項

の規定に基づく技術的な助言であることを申し添えます。

「特定機能病院に関する事項について」の一部改正にっいて

医政発

令禾Ⅱ 8

0828 第

年8月

13 方

28日

厚生労働省医政局長

(公印省略)



0 「特定機能病院に関する事項にっいて」(令和8年4月24日付け医政発0424第9号厚生労働省医政局長通知)新旧対照表

1 趣旨

特定機能病院制度は、医療施設機能の体系化の一環として、高

度の医療の提供、高度の医療技術の開発及び評価、医療の高度の

安全の確保、高度の医療に関する研修等並びに地域の医療への人

的協力を含む地域における医療の確保を実施する能力を備え、か

かる病院としてふさわしい人員配置、構造設備等を有する大学病

院本院について特定機能病院の名称を承認するものであること

(以下「特定機能病院A」という。)。また、独立行政法人通則法

(平成Ⅱ年法律第103号)第35条の4第1項に規定する中長期

目標又は国立健康危機管理研究機構法(令和5年法律第46号)第

27条第1項に規定する中期目標に基づき運営され、もつて公衆衛

生の向上及び増進に寄与することを目的とする特定機能病院(以

下「特定機能病院B」という。)については、特定機能病院Aと異

なる承認要件を設定すること。なお、令和8年改正省令の施行の

際現に特定機能病院であって、令和8年改正省令による改正後の

医療法施行規則第9条の20第1項第1号ホの規定を満たさない

特定機能病院(以下「その他の特定機能病院」という。)について

は、令和8年改正省令による医療安全に関する第9条の20の2、

第9条の25及び第15条の4の改正規定を除き、当分の間、なお
従前の例によることとし、引き続き特定機能病院としての取扱い

改正後

1 趣旨

特定機能病院制度は、医療施設機能の体系化の一環として、

高度の医療の提供、高度の医療技術の開発及び評価、医療の高

度の安全の確保、高度の医療に関する研修等並びに地域の医療

への人的協力を含む地域における医療の確保を実施する能力を

備え、かかる病院としてふさわしい人員配置、構造設備等を有

する大学病院本院について特定機能病院の名称を承認するもの

であること(以下「特定機能病院A」という。)。また、独立行

政法人通則法(平成Ⅱ年法律第103号)第35条の4第1項に規定

する中長期目標又は国立健康危機管理研究機構法(令和5年法

律第46号)第27条第1項に規定する中期目標に基づき運営さ

れ、もつて公衆衛生の向上及び増進に寄与することを目的とす

る特定機能病院(以下「特定機能病院B」という。)について

は、特定機能病院Aと異なる承認要件を設定すること。なお、

令和8年改正省令の施行の際現に特定機能病院であって、令和

8年改正省令による改正後の医療法施行規則第9条の20第1項

第1号ホの規定を満たさない特定機能病院(以下「その他の特

定機能病院」という。)については、令和8年改正省令による医

療安全に関する第9条の20の2、第9条の20及び第15条の4の

改正規定を除き、当分の間、なお従前の例によることとし、引

改正

回

^

剛」

(下線は改正部分)



とすること。

2~5

6 管理者の業務遂行

(1)~(2)(略)

(3) 6 (2)ア(ア)の「地域への一定の人的協力を行うこと

とは、特定機能病院Aが派遣先医療機関との連携及び調整の

下、当該医療機関に対し医師を計画的かつ継続的に派遣するこ

とにより、地域における医療提供体制の確保及び充実を図るこ

とであり、特定機能病院Aから派遣される常勤医師換算数が原

則として 60人以上であることを要件とする。 60人を下回った

場合にあっては、60人を下回った年度の次年度からの年次計画

を作成し、厚生労働大臣に提出しなければならないものである

こと。その際の作成様式は、様式第8のとおりであること。

なお、「派遣される常勤医師換算数」は、次に掲げる要件を満

たす者を常勤換算して得られた数値をいうものとする。

な算出方法等は「医師派遣調査の作成要領」を参照すること。

ア常勤/非常勤の雇用形態によらず、特定機能病院Aから半年

以上継続して派遣された医師であること(派遣期間が半年未

満の医師であっても、実態として半年以上の継続的な医師の

派遣を行っているとみなすことができる場合については算入

可能。)。

イ特定機能病院Aの在籍期間が3年以上の医師であるとと。

なお、「在籍期間が3年以上の医師」とは、医師法の規定によ

(略)

き続き特定機能病院としての取扱いとすること。

2~5

6 管理者の業務遂行

(D~(2)(略)

(3) 6 (2)ア(ア)の「地域への一定の人的協力を行うこと」

とは、特定機能病院Aが派遣先医療機関との連携及び調整の

下、当該医療機関に対し医師を計画的かつ継続的に派遣するこ

とにより、地域における医療提供体制の確保及び充実を図るこ

とであり、特定機能病院Aから派遣される常勤医師換算数が原

則として60人以上であるととを要件とする。60人を下回った

場合にあっては、60 人を下回った年度の次年度からの年次計

画を作成し、厚生労働大臣に提出しなけれぱならないものであ

ること。その際の作成様式は、様式第8のとおりであること。

なお、「派遣される常勤医師換算数」は、次に掲げる要件を満

たす者を常勤換算して得られた数値をいうものとする。

令和8年度業務報告までに具体的な算出方法等を示す。

(略)

ア常勤/非常勤の雇用形態によらず、特定機能病院Aから半

年以上継続して派遣された医師であること(派遣期間が半年

未満の医師であっても、実態として半年以上の継続的な医師

の派遣を行っているとみなすことができる場合については

算入可能。)。

イ特定機能病院Aの在籍期間が3年以上の医師であること。

なお、「在籍期間が3年以上の医師」とは、医師法の規定によ

イ具



る臨床研修修了後に特定機能病院A (いわゆる「医局」を含

む。)に3年以上所属している医師をいう。

ウ病院の管理者(病院長)としての派遣ではないこと。

工大学病院本院から別の大学病院本院に派遣されている医師

が、さらに別の医療機関に派遣される場合については、最初

の派遣に限り算入する。

オ同一法人が開設する医療機関(いわゆる「分院」、「サテライ

ト診療所」等)は原則として派遣先として取扱わないものとす

る。ただし、当該医療機関が医師少数区域又は医師少数スポ

ツトに所在する場合は、派遣先として取扱い、算入対象とす

ることができるものとする。

(4)~(39)(略)

(略)

8 人員配置

①~(8)(略)

⑨医療法施行規則第22条の2第3項に規定する専門の医師

にっいては、「広告が可能な医師等の専門性に関する資格名等

にっいて」(平成19年6月18日付け医政総発0618001号医政局

総務課長通知)の別紙又は「医療法第六条の五第三項及び第

六条の七第三項の規定に基づく医業、歯科医業若しくは助産

師の業務又は病院、診療所若しくは助産所に関して広告する

ことができる事項の一部を改正する告示」(令和3年厚生労働

省告示第347号)において広告することが可能とされている

る臨床研修修了後に特定機能病院A (いわゆる「医局」を含

む。)に3年以上所属している医師をいう。

ウ病院の管理者(病院長)としての派遣ではないこと。

工大学病院本院から別の大学病院本院に派遣されている医

師が、さらに別の医療機関に派遣される場合については、最

初の派遣に限り算入する。

オ同一法人が開設する医療機関(いわゆる「分院」、「サテラ

イト診療所」等)は原則として派遣先として取扱わないもの

とする。ただし、当該医療機関が医師少数区域又は医師少数

スポットに所在する場合は、派遣先として取扱い、算入対象

とすることができるものとする。

(4)~(39)(略)

(略)

8 人員配置

(1)~(8)(略)

⑨医療法施行規則第22条の2第3項に規定する専門の医師

については、「広告が可能な医師等の専門性に関する資格名等

について」(平成19年6月18日付け医政総発0618001号医政局

総務課長通知)の別紙又は「医療法第六条の五第三項及び第

六条の七第三項の規定に基づく医業、歯科医業若しくは助産

師の業務又は病院、診療所若しくは助産所に関して広告する

ことができる事項の一部を改正する告示」(令和3年厚生労働

省告示第347号)において広告することが可能とされている



「整形外科専門医」、「皮膚科専門医」、「麻酔科専門医」、「放

射線科専門医」、「眼科専門医」、「産婦人科専門医」、「耳鼻咽

喉科専門医」、「泌尿器科専門医」、「形成外科専門医」、「病理

専門医」、「内科専門医」、「外科専門医」、「救急オ斗専門医」、

「小児科専門医」、明畄神経外科専門医」、「りハビリテーショ

ン科専門医」、「精神科専門医」、「臨床検査専門医」又は「総

合診療専門医」を指すものであるとと。

(略)9~12

「整形外科専門医」、「皮膚科専門医」、「麻酔科専門医」、「放

射線科専門医」、殉艮科専門医」、「産婦人科専門医」、「耳鼻咽

喉科専門医」、「泌尿器科専門医」、「形成外科専門医」、「病理

専門医」、「総合内科専門医」、「外科専門医」、「救急オ斗専門

医」、「小児科専門医」、明畄神経外科専門医」、「りハビリテー

ション科専門医」、「精神科専門医」、「臨床検査専門医」又は

「総合診療専門医」を指すものであること。

(略)~12



(様式第 IJ

5-3その他設していることがめられる診
於

有リノ、ピリラーションを・h'う砥療科
育病理註断を↑1う卦裂
右苗床検宣を千1,」宴)燦翼

形虎外科をhう勝護科
観台的な鯵陵を行う診療科
(別 1 一番右のには.それぞれの診糾において供されるべきを実貿的1擾供している診
療科又は部を記般すること(例.りハビリテーシヨン科.臨床検査部など..
2 総合的な診療を行う診佼科は拝診科名には言まれていないこと.よナ.その他の診康手
1 ついても、"ずしも拂の必はないこと.

6 宿床厳
今計般胤槙 疫養精神

科

杁配

7 医師
融
彬

「札

科師、累剤師
樋常勤
卸 人

当肢訟硫科'_お、、C提世、hるぺき既陳を
程伊Lて.、る栽旋科・記門

回染症

歯契四師

集剤脚

人理学瞭怯士

床

部及び准
"常勧令ヨ
人

床

人

人栄畿駈飢 人

人歯科払工士人歯科衛,士
人砂療地射鎌技師管理働養士 人

(刈 1 舎書を出する年度の10月1日現在の、敗を記入すること.
2 栄饗士の員数には.堀栄饗士の員数は含めないで記入すること.

3 「含計」には.抑常勤の者を当該院の勤の従奉有の'常の勧務時問により常勘換冥L
た員数と常勤の賓の、敷の合計を小数点以下2位を切り捨て、小融点以下1位まで出Lて記
入すること.それ以外のには.それぞれの員敗の純合計員数を記入すること.

ヘ

序

人"業擦怯士

負数
人

理栄饗士モの他の従衆有の、数
貝数燈 砥極
人診佼オックス線補助宥
技師
人飾娠床検宣牲
既

人理羊療注士

人"礎慌怯士

τ

,▲.視龍訓穰土
人義駁共
人既床工手1 士

床

般

庄 床

(帳式第 1)

ノ、■玉

序

の他ヘ

.1、ト゛"ーやーノ掩仔助

へ捻療汁会業従
亭者

ヘ二の飽の技術員
人務騒員
人予の他の忌員

5-3 その他設 Lて、るーとが求められる診療科
状況

員

生検五往
師

数
ヘ

合計

有Jハビリラションをt「う待際科

有病理診断をfrう誰侠科
^有館床検査をt1う砥瞭科
^彫咸外科をhう誰康科

繰合的な診際をh 砂讓科 有 ^

(注)一右のには.それぞれの診佼科において供されるぺき医療を実的に供している診
療科又は部門を飽すると(倒.」ハビリテーション料、床検却門など.).
2 絶合的な療を〒オう診科は診尋名には含まれていないこと.よた.モの他の診慢科
についても.●一'しも樗の'はな、と.

6 病床壁

ヘ

人

仲

7 医飾
織

〆

床

処料師、藁剤
樋儒勤
甑 人

感染症

当肢診擦科に"いて捉供されるぺき咲療を
捉侯1"ているむ榛科・部門

歯

梨剤師
師
人その攸人視静 m1隷士{健笥

人義嚴藝 人島▲,,貯一P扣仟助母閏
人貼床工学師 人氏榛什会業従看誤即

者

人その他の技俄R士人栄師併看 人

人葛騒員人市科袿工士術科 人士

人その他の職員人論榛輩身腺牲部人管理栄士
(淘 1 報告書を出する年度の 0身日現在の、敷を記入すること.
2 栄士の敷には.理栄土の敷は含めないで記入すること.
3 合計櫛、は、抑常勤の者を当痢院の常鋤の従事者の通常の務時問により常勤換し
九数と素の肯の、敷の合計を小敷点以下2位を切ι捨て、小敷点以下1位まで算出して記
入する」と.それ以外のこは、それぞれの敷の純合計員敷を記入する」と.

恢制

人虹

床

零師及び温
乳常勤令ヨ
人

鞘較

人

人

床

療

サ検査長

曽駐栄美士その他の従の数
栖貝数母極

人誰康ゴック人線桁肋表
荘師
人命床検査技 人

人
人
人
人

人
人
人

師
最
看人

人
人
人
人
人

人
人
ん
人
人
人

、
斑
舌人

人
人
人
ん
人

師
師
師

健
庫
保
幼
后

人
人
人

人
人
人



(様式第"

8 門の敷
専門咲ネ 専門吠中人煮 人数
~科 艮科噂人

夏鼻制唯科専門既科専 人

触射線科専門咲精神科専門洪
膜神柾外科専門厳小児科専門咲 人

皮膚科専門謙 整形外科噺門既人

泌尿肌科鄭門班 麻酔科埠門既
駈急科醇門氏底婦人科卑門疾 人

彫成外科卑門氏 門人 病理 ;

臨床検査専門珠 リハゼ"ーンぎン窮専"呉
1、総合砂療専門氏 人

(刈 1 報告容を出する年度の 0月日現在の、数を記入すること.
2 人敷には、非常の者を当餓病院の常動の従者の常の勤我時.により常勤換昇した員数
と常の者のの合計をJ数点以下位を切り捨て.整敷で出して鵡入すること.

{注Ⅱ

9 理名の医療二係る安全管理の務の経験
)任命年月白令和管哩者名(

9 管理者の医森に係る安全曽理の象務の軽
)荘命年月日管理者名(

10 前年度の単均の入院血者、外来也者及び剤の嫩
歯、正閥、小児ヰ科及び歯剰口腔外剥の年庶の早均の入院也者及び外来也者の敷

請科等偸科等以外
当たり平郵」人院患箸数
当たり平熱」外寮患者数

Π当たり与【均、.瑚数 剤

ヂ製侠飾数
必.隻歯科咲師鍛
必製桜割師数
ψ.製【准)后設師数 人

【注Ⅱ「葬」には、歯科、正歯料、小見歯科及び歯科口腔外科を受診し之也者数を、 「歯
科以外」にはそれ以外の診療料を受診した思者嫩を記入すること.
2 入読血者数は、前年度の各剥易の入院也零藷敷(証日の 24時現在の在院患名敷の合計)を
日で除した敷を記入すること.
3 外来■者数は、年度の各科別の外棄患者延敷をモれぞれ病院の年間の実外来診佼日敷で除
した数を配入すること.
4 剤数*、前年度の入院及ぴ外来今の脇剤誕敷をそれぞれ日及び実外来診療日数で除した
敷を記入する」と.
5 必医飾数、必伽科医師融、必薬剤師敷及び必要(准)看護鉐數については、医療法
施h耀筑22条の2の定式にづき出すること。

年

0 前年度の平均の入院虚者、外来也者及び調剤の敷
歯裂正、剥.小児科及び歯科口外剥の前年

歯科等以外

月

羽当たりギ釣入院愿妻数
口当たり卓釣外来息者敷

Π当たり半均闘却数 剤
必髪摂怖数
窮'製歯科咲師数
必製熊剤師数
α.興(常)看師鍬

には、科.攝正科、小見歯科及び焔制口腔外手を受珍し,_息者数を、
科以外」にはそれ以外の診療料を受診した慰者敷を記入すること.
2 入愚者数は、前年度の各科別の入院眼者琵徹(毎日の 24時現在の在院也者敗の合計)を
日で除Lた敷を記入すること.
3 外棄血新は、 の各科別の外来息賓砥敷をモれぞれ病の年間の実外来診擦臼数で除
した数を記入すること.
4 訟剤敷は、年度の入院及び外来"の剤誕数をそれぞれ日及び実外来畦療臼敷で除した
敷を記入する二と.
5 ●医師敷、●科医師敷、必薬剤数及び●要(准)護師敷につ、ては、医擦法
施行負第22条の2の定式にづき出すること.

告 月 日

(謙式第"

8 専門の蛋師敷
門氏名 専門既タ人数 人敷

眼抑.、1 科専岡氏 門

堺門咲 真鼻咽嚇科専門氏人
飯射線科専門既神科専門氏

ハ児科専門咲 人 脇神経外科専門既
専門咲 外科専門氏

秘尿闇科専門催 人麻酔科専門氏
庶婦人斜庫門氏 勲急科専門畿
彫成外科専門咲 病理専門

リラーシ,ン科専舸民人粘床検査専岡氏

総合訟療専門僕 合ヨ
(注)1 報告罫を出する年度の10月1日現在の員数を記入すること.
2 人数には、非常勤の考を当該病院の常動の従奉者の通常の勤務時間により常 した員敷
と常勤の者の、数の合計を小撤点以下1位を切り捨て、敷で出して記入すること.

日令和

の早均の入院皐尉及び"来姫者の数
^歯科等

人
人
人
人
人
人
人
人
人
人

人
人

人
人
人
人
噛

人
人

人
人
人
.
人
人
人
人
.
人
人
人

人
人
人

人
人

ノ
人

人
人



様式第6)

宋承認斬藁品等の使用条件を定め、使用の適否等を決定する郁門の状況

前年度の宋承認新規藁品を用い九医療の申件数(件)、及び許可件数(

宋承認新医品等の使用条件を定め、使用の遡否等を決定,る部門の設の有

無)

品を用いた医療を供する場含1-、饗索者が遵守すぺき宋承認新

品の使用条件を定め使用の否を決定,'る部門が認すぺき

有

の主な内容

規程1、定められた皐の遵守状況の認の有・(有価)

品'評価美会の設の有無(有宋承認新

⑨大な皐が発生した場合の医安全管理郁門への報省状況

入院走者が死亡した、.合の安全曽墹部門への朝皆状況.年件

患煮の生命及びに与えるが大きい事象で品って、その発生を避するための方法が及

してぃる事象が発生した・合の班安全管理郁門への報告状況.年件

(令和9年度より記叢すること.)

也者の生命及びに与えるが大きい象であって、その兜生を0選てきる司性が磨ずし

も高いとは認められない事象が発生した合の医安全管理部門への倍状況.年件

令和9郊より記量すること.)

が にナ'う・り'いのの

件)

(有

及び朱承認新緩医

を定めむ規程の作戚の

の

上記に

上記にする医安全管理委員会の活勧の主な内容

上記に閏する管理者の従員への掬導の主な内容

(令和9年度より記叢すること.〕

(様式第6)

門の活勲の主な

がめ

規稗に定められf_の遵守状況の確認の有価(有

品等評価嬰会の設度の有無(有宋認斬

⑨大な奉象が発生した合の安全理部門への綴皆状況

入院患者が死亡しf_合の医療安全理門への報告状況年件

尼者の生命及び 1、与えるが大きい奉であって.その発生を選するための方法が普及

している奉象が発生した場合の安全管理郎門への報僑状況.年件

令和9年度より配載すること.)

患者の生曲及び、に与える・が大きいであって、その発生を回選できる司詑性が磨ずし

も高いとは認められない奉象が発生Lた合の医佼安全理郁門への報倉状況:年件

令和9年度より記鮫すること.)

宋承認新般医品等の使用条件を定め、使用の否を決定する部門の状況

年度の宋承認新藁品を用いナ_医の申件数(件)、及び許司件敷(件)

品の使用条件を定め、使用の否を訣定するの設の有無(有宋承

無)

品を用いオ_母擦を提供する場合に、従者が遵守すぺき及び宋承認新綬宋承

蕪品の使用条件を定め使用の遍否等を快定する苛円が認すぺき事等を定めナー規樫の作皮の

有錘有・類)

括動の主な内容

P上の 新別

^

上能に閏する樫安全配門の活動の主な内容

上能に闘する癌安全理委員会の活勲の主な内容

上記にする墹宥の饗員への痢埠の主な内容

(令和9年度より飴餓すること.〕

有
活

この
る



(様式第1の

(5)()~)以外でその他ι、標怖1、ている訟擦科飢

9

17 18C

(刈欄摘している診療科名について記入すること。

5-3 その他般していることが求められる診療科

毅状祝

て、る診孃斜名として「歯科」を含よない病院につ、て比記入すること.

ノハビリラーションを千rう餘療科 ^

病理診断を千rう註疫科 ^

臨床検査を千rう誰療科 ^

^形成外科を千rう静榛科
鞄合的な診榛をhう砂擦科 ^

(注) 右の 1一は、それぞれの診療科1、おいて提供されるぺき医療を実的に供している
診科又は部門を記魚すること(例.りハビリテーシヨン科、時床検部門など.).
2 総合的な診をhう診樫科は検診食科名には含まれていないこと.また、モの他の診佼
尋についても、必司'しも撫愉のはないこと.

6 窮床数

仲

7 取師

J蓬
亙び准剤節、看 、曽栄士その他の饗'の員数歯尋医師

稲鞍種引常勤 貝数職種僻 n 員数
人誰療丁ツクス線人看按柿助喜節 人 人

喪肺
人苗科咲自「 人 人麟医床検査娃人理サ擦注士

怖
薬剤師 人旺衛牛検晝牲人"楽療注士人

肺
人モの他保健即 人視能例諌士

助麻師 人綻厳共 1.島ん邑,1.廿一'見汗m

看喚師 人氏療H会業従人応床エサ士
者

淋岩可 人栄 人その他の払術員人人

人篤駐員人術科墨工士憤科牛士 人人

人録擦蝕射技師管理栄士 人その他の職員人 人

(淘 1 報告書を提出する年度の 0月1日現在の員敷を記入すること.
2 栄美士の敷に=、管理栄士の員敷は含めないで記入すること.
3「合計」には.非常勤の者を当肢病院の常勤の従者の常の動晋時闇により常勧換算した
員敬と紫飴の者の員敷の合計を小数点以下2位を切り捨て、小融点以下1位まで出して記入
すること.モれ以外の二はそれぞれの員敷の純合計員敗を記入すること.

床床
斜赦圃染柿

当肢訟旅科において提供されるぺき既染
を捉供1,ている訟擦科・部門

及ぴ濫
合酔
人后

[美
榛

広

,枚

暖師、曽瑠栄
種
納功宅

人理,際怯士

床 広

療

人"業擦怯士

士その他の従者の数
種貝数

人静榛ゴッウ式線
喪師
人庫床検五技

サ検査往

床

(様,に第1の

般般

ている診療剥名として「歯科」を含まない癖院については配入すること.

(5)(1)~〔')1'外でその他に樟怖している診擦刊才,
2

109

16 8Π

授している診後科名について記入すること.

5-3 モの他般度している、と{求められる診嫌手

毅状説

床

,、計
床 床

右 ^リハ甘りラーションル11う誰療科

病理訟断をf 誰擦科 缶

有臨床検寺11 康科
彫成外科キt 療蒋 ^有
碑合的な砂際 有 母擦科

右のには、モれぞれの診療制において供されるべき医座を実的に供している(注) 1
診異又は門を記畝すること(例.りハビリテーション剰、床都門など.).
2 総合的な診疫をhう診療科は筏診擦科名には含まれていないこと.よむ、その他の診療
科についても、必ずしも棚襖のはないこと.

6 病床微

員敷
人

計神

7 医師.歯蒋医師、恭剤燭、堰腰

J★
僻勤汎常勤

師 人 人

人柾

床
国染症

当該誰療科に船いて捉供されるぺき咲侠
走提侯Lている齢寮科・部門

粛利氏師

床

集剤師
怖

人視飴訓隷士 チ の他人

人島ん自,暈ーノ和守閃人義触共

人臨床工学師 人咲榛汁会業従
名

人米觧零談底1 人 人その他の技術員
人歯科墨工士歯科牛士 人 人 秘廠員
人勘稜慧射線技凱督理栄士 人その他の職貝人

(淘 1 報皆書を出する年度の10月1日段在の員数を記入すること.
2 栄士の数によ、管理栄美士の数は含めないで記入すること.
3 「合計」櫑には、非常勧の煮を当談病院の紫勘の従事者の常の勤癌時二より常換算Lf_
員数と常勧の者の数の合計を小敷点以下2位を切ι枯て、小数点以下1位まで寡出して閥入
すること.それ以外の槻にネそれぞれの敷の純合計敷を記入すること.

C
 
3
 
0

1
2

-
U
 
2
 
9

令

人
人
人
人
人
人
人
人

1
 
8
 
゛
01
渕

人
人
人
人
人

人
人
人
人
人
人
人

0
 
3
 
0

1
2

郎
師
師

健
酷
傑
功
后

U
 
門
 
0

人
人
人
人
人
人
人

1
 
8
 
5

人
人
人
人
人
人

人
人
人



(様式第 10)

8 専円の師数
専門袋皐 人数人勲専門咲才

眼科 門内科 人

亘鼻咽喉利専門既外科 人

飯射線科噂門既神科専門既
脳神経外科専門Ⅸ小児科専門既
外科専門畿皮膚科専門B 人

麻酔科専門氏秘尿闇科専門既 人

勲急刊専門俊人産婦人科専門氏
専門人形成外科専門氏

",νラシ,ン爽6"民臨床検五専門咲 人

合ヨ人細令診榛酬門携

(迦 1 粗皆書を出する年皮の og 1日汲在の、数を記入,'ること.
2 人倣には、非常動の者を当該病院の常勧の従者の常の勧務時間により常動・した員敷
と常の者の'数の合計を小数点以下1位を切り捨て、豊数で算出して記入すること.

0 前年度の早均の入院彫者、外来患賓及び剤の数
歯手.圧宇、小児群及び科口外手の前年

偸科等以外

9 管理粛の医療二係る虫全
理者名

0 前年度の早均の入院醒者、外来也豹及び餌剤の数
小見科及び歯利口腔外剥の前年痩の単均の入院者及び外来也名の数術 正

i.歯科等以昇 歯科等

理の務の鞭験
)妊命年月日令和

看の数

当た"卓均人院感沓勲
ナリ平釣外棄患名数

剤訂当たり半均闘却数

必製氏飾数
人必要婿科餅師数

y聾鵡割師数
y.製(淋)后師数

【注)1 「科」には、 1.燭正科.小児歯科及び備剥口腔外和を受診九也者数を、「術
科以外」 1、はモれ以外の診料を受診した患寺融を記入すること.
2 入院堪有敷.前年の各,別の入r想者砥数(証日の 24時現在の在院也名数の合計)を
日で綜Lナ,敷を記入,ること.
3 外来也者敷ま、穿度の各科別の外来也者延数をそれぞれ病院の年間の実外来診俵日数で除
し之敷を記入する」と.
数は、年度の入院及び外来別の剤延融をモれぞれ日及び実外来診療日敷で除しナー4

数を記入するしと.
5 必医師敷、必要歯科医師敷、●剤飾数及び必要(准)零護師数につ、て止、医佼法
筋規卸筑N条の2の算定式にづき出すること.

1 当たり平均人院患者勲
1口当たり半釣外集患者勲
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必製洪怖数
,.製侍科氏節数
"製凝割師数
必製(併)岩師鍬

【渕1 歯製」には、剥.正歯群、小歯科及び歯判口腔外手を受診した也看數を、
科等以外」にはそれ以外の診擡料を受診した也者嫩を記入すること.
2 入院也者敷は、年度の各手別の入院也者延敷(毎日の 24時現在の在院也脅敷の合計)を
日で除した敷を能入ずる、と.
3 外来患者敷は、前年度の各容別の外来息者睡敷をそれぞれ病院の年間の実外来診療日敷で除
しナー数を記入すること.
4 剤数は.年度の入院及び外業別の剤琵敷をそれぞれ日及び実外宗診療日数で除した
盈を恥入ずる」と.

歯科畷師敷、必棗剤師数及び必要(准)護師敷については、医掠法5 必医敷、
施h燐目筑U条の2の定式にづき出サると

矯及び外
等

年 月 日 年
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8 専門の優師敷
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^総合診療卑門氏 人 rl

(淘 1 報侍書を出,る年度の 0月臼現在の員数を記入すること.
2 人数には、非常動の者を当鵡痢院の常動の従事者の通常の勤務時により常換した負数
と常勤の脅の員鍬の合計を卜融点以下1位を切り捨て整敷で出して記入すること.
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ーー各 殿

〔改正後全文〕

医政発 0424第 9

令和 8年4月24

改正医政発 0604 第 3

令和 8年6月4

最終改正医政発 0828 第 13

令和 8年8月28

特定機能病院に関する事項については、「医療法の一部を改正する法律の一部の施行

について」(平成5年2月15日付け健政発第98号厚生省健康政策局長通知)によりお

示ししてきたところです。

今般、医療の高度化等により、高度と考えられる医療提供の中に、特定機能病院以

外の病院でも実施されているものや、特定機能病院とそれ以外の病院で実施件数が変

わらないものがみられるようになってきていること、また、新たな地域医療構想の取

組や医師偏在是正に向けた総合的な対策が実施されるなど、医療を取り巻く社会情勢

が変化していることを受け、「特定機能病院及び地域医療支援病院のあり方に関する検

討会」において特定機能病院が果たすべき役割・機能について改めて検討を行い、令

和7年9月に「特定機能病院のあり方に関するとりまとめ」をとりまとめました。

これを踏まえ、本日公布された医療法施行規則の一部を改正する省令(令和8年厚

生労働省令第84号。以下「令和8年改正省令」という。)により、下記のとおり、医

療法施行規則(昭和23年厚生省令第50号)の一部を改正することとし、医療安全に

関する改正は令和9年4月1日に、その他の改正については本日付けでそれぞれ施行

されることとなりました。

また、特定機能病院の業務報告につきましては、「医療法の一部を改正する法律のー

部の施行について」に定める様式に基づき報告等を求めているところですが、当該様

式についても、追って周知する予定です。

貴職におかれては、内容について御了知の上、管下医療機関、関係団体等に対し周

特定機能病院に関する事項について

厚生労働省医政局長

(公印省略)

号
日
号
日

号
日



知方よろしくお願いします。

なお、本通知は、地方自治法(昭和22年法律第67号)第245条の4第1項の規定

に基づく技術的な助言であることを申し添えます。

1 趣旨

特定機能病院制度は、医療施設機能の体系化の一環として、高度の医療の提供、高度

の医療技術の開発及び評価、医療の高度の安全の確保、高度の医療に関する研修等並び

に地域の医療への人的協力を含む地域における医療の確保を実施する能力を備え、かか

る病院としてふさわしい人員配置、構造設備等を有する大学病院本院について特定機能

病院の名称を承認するものであること(以下「特定機能病院A」という。)。また、独立

行政法人通則法(平成H年法律第103号)第35条の4第1項に規定する中長期目標又

は国立健康危機管理研究機構法(令和5年法律第46号)第27条第1項に規定する中期

目標に基づき運営され、もつて公衆衛生の向上及び増進に寄与することを目的とする特

定機能病院(以下「特定機能病院B」という。)については、特定機能病院Aと異なる承

認要件を設定すること。なお、令和8年改正省令の施行の際現に特定機能病院であって、

令和8年改正省令による改正後の医療法施行規則第9条の20第1項第1号ホの規定を

満たさない特定機能病院(以下「その他の特定機能病院」という。)については、令和8

年改正省令による医療安全に関する第9条の20 の2、第9条の25及び第 15条の4の

改正規定を除き、当分の間、なお従前の例によることとし、引き続き特定機能病院とし

ての取扱いとすること。

記

2 承認手続等

①特定機能病院の承認を受けようとする者は、医療法施行規則第6条の3第1項

の規定により、同項各号に掲げる事項を記載した承認申請書に同条第2項各号に掲げ

る書類を添えて厚生労働大臣に提出するものであること。その際の承認申請書及び添

付書類の標準様式は様式第1~第8のとおりであること。

(2)承認申請書及び添付書類は、正本1通、副本2通を厚生労働省医政局地域医療

計画課あて送付するものであること。

③医療法施行規則第6条の3第1項第7号に規定する「管理者の医療に係る安全

管理の業務の経験」とは、下記のいずれかの業務に従事した経験を有するものである

こと。

①医療安全管理責任者、医薬品安全管理責任者、医療機器安全管理責任者の業務

②医療安全管理委員会の構成員としての業務

③医療安全管理部門における業務

④その他上記に準じる業務



(4)医療法施行規則第6条の3第1項第Ⅱ号に規定する「紹介率の前年度の平均値」

及び同項第 12 号に規定する「逆紹介率の前年度の平均値」とは、それぞれ医療法施

行規則第9条の 20第1項第6号イ及び第7号イに規定するそれぞれの要素について、

申請を行う年度の前年度の総数をあてはめて算出する値を意味するものであること。

(5)医療法施行規則第6条の3第2項第6号に規定する書類については、医療法施

行規則第9条の 22 の規定により、診療に関する諸記録が閲覧に供することができる

書類とされていないため、当面、添付を省略する取扱いとするものであること。

(6)医療法施行規則第6条の3第2項第16号に規定する「第一条の十一第一項各号

に掲げる体制を確保していること、第七条の二の二規定による公表並びに第九条の二

十の二第一項第一号から第十三号の二まで及び第十五条の四第四号に掲げる事項を

行っていることを証する書類」には、医療に係る安全管理のための指針の整備状況、

医療安全管理委員会の設置及び業務実施状況、医療法施行規則第1条のⅡ第1項第

3号に規定する医療に係る安全管理のための職員研修の実施状況、医療機関内におけ

る事故報告等の医療に係る安全の確保を目的とした改善のための方策の状況、医療安

全管理責任者及び専任の院内感染対策を行う者の配置状況、医薬品安全管理責任者の

業務実施状況、医療法第1条の4第2項に規定する説明に関する責任者及び診療録そ

の他の診療に関する記録の管理に関する責任者の配置状況、医療安全管理部門の業務

実施状況、医療安全管理部門における専従の医師、薬剤師及び看護師の配置状況、医

療法施行規則第1条のⅡ第2項第4号に規定する高難度新規医療技術(以下「高難

度新規医療技術」という。)の実施の適否等を決定する部門の設置状況、医療法施行

規則第1条の H 第2項第4号に規定する未承認新規医薬品等(以下「未承認新規医

薬品等」という。)の使用の適否等を決定する部門の設置状況、入院患者が死亡した

場合等の医療安全管理部門への報告状況及び当該報告に係る医療安全管理委員会の

業務の状況、他の特定機能病院及び臨床研究中核病院(以下「特定機能病院等」とい

う。)の管理者と連携した従業者の相互立入り及び技術的助言の実施状況、当該病院

内に患者からの安全管理に係る相談に適切に応じる体制の確保状況、医療法施行規則

第9条の20の2第1項第 12号及び第 13号に規定する医療に係る安全管理のための

職員研修の実施状況に関する書類、医療法施行規則第 15 条の4第4号に規定する医

療安全管理の適正な実施に疑義が生じた場合等の情報提供を受け付けるための窓口

の設置状況、医療法施行規則第9条の20の2第13号の2に規定する第3者による評

価の受審状況、当該評価に基づき改善のために講ずべき措置の内容の公表状況、当該

評価を踏まえ講じた措置の状況を含むものであること。

(フ)承認申請書等が提出された場合、医療法施行規則第6条の3第4項の規定によ

り、病院所在地の都道府県知事あてに当該申請書の写しを送付することとしているの

で、貴職におかれても特定機能病院の承認申請状況に留意するとともに、地域医療の

推進に当たって参考とされたいこと。なお、厚生労働大臣において特定機能病院の承

認又は承認の取り消しを行った場合には、その旨を病院所在地の都道府県知事にも速

やかに通知するものであること。

(8)医療法施行規則第6条の4第1項に規定するりハビリテーションを行う診療科、



病理診断を行う診療科、臨床検査を行う診療科、形成外科を行う診療科及び総合的な

診療を行う診療科については、当該診療科において提供されるべき医療が、他の診療

科又は部問において実質的に提供されている場合には、医療法施行規則第6条の4第

1項の規定を満たしているとみなして差し支えないこと。なお、りハビリテーション

科、病理診断科、臨床検査科、形成外科については、医療法第6条の6第1項に規定

する診療科名に含まれているがそれらの標袴の必要はないこと。また、総合的な診療

を行う診療科については、医療法第6条の6第1項に規定する診療科名には含まれて

いないととに留意すること。

(9)医療法施行規則第6条の4第2項において読み替えられた同条第1項に規定す

る「アレルギー疾患と内科とを組み合わせた名称」は、「アレルギー疾患内科」又は

「アレノレギー科」とすること。

(1の医療法施行規則第6条の4第2項において読み替えられた同条第1項に規定す

る「心臓と外科とを組み合わせた名称」、「血管と外科とを組み合わせた名称」は、こ

れらを併せて「心臓血管外科」とすることができること。この場合において、「心臓血

管外科」を標樒していれぱ「心臓と外科とを組み合わせた名称」及び「血管と外科と

を組み合わせた名称」を標楞しているといえること。

(1D 医療法施行規則第6条の4第5項の規定により標袴する診療科として歯科を含

まない特定機能病院については、将来的にはより充実した歯科医療体制を整備するこ

とが望まれること。

(12)令和8年改正省令施行の際現に医療法第4条の2第1項の規定により承認を受

けている特定機能病院(医療法施行規則第6条の3第3項に規定する特定機能病院を

除く。)であって、医療法施行規則第6条の4第1項の規定に適合しない病院につい

ては、同項に規定する診療科名及び診療科に係る診療を開始するための計画を記載し

た書類(以下「診療科の設置に係る計画書」という。)を出した場合に限り、令和Ⅱ

年4月1日まで(当該計画に基づき医療法施行規則第6条の4第1項の規定に適合す

ることとなったときは、そのときまで)の間は、なお従前の例によること。また、そ

の際の作成様式は、様式第8のとおりであること。

(13)(12)の診療科の設置に係る計画書は、正本1通、副本1通を厚生労働省医政

局地域医療計画課あて送付すること。

(14)医療法施行規則第9条の20第1項第1号ホに規定する「その他病院の種類に

応じた地域における医療の確保のために必要な事項を行うこと。」について、設立か

らの期間が短く、人的協力を行うための十分な医師数を当該大学病院本院で育成する

ことが、承認申請時点では困難と考えられる場合(概ね設立から 15年以内を想定。)

については、本通知の「6 管理者の業務遂行」(2)ア(ア)に規定する「地域への

一定の人的協力を行うこと」を満たしていない場合であっても、その他すべての要件

が満たされている場合に限り、承認申請時点での実績及び当該基準を満たすまでの年

次計画を添えて申請して差し支えない。当該申請の具体的な取扱いについては、社会

保障審議会の意見を聴いて決定する。また、年次計画の作成様式は、様式第8のとお

りであること。



(15)なお、病院の管理運営や管理者の選任等の透明化を図る観点から、次に掲げる

事項及び書類を公表すること。

ア医療法施行規則第7条の2の2の規定に基づく管理者の資質及び能力に関する

基準として定める事項

イ法第10条の2第2項の規定に基づく合議体の設置に関する書類

ウ法第16条の3第2項の規定に基づく合議体の運営に関する書類

工法第19条の2第1号の規定に基づく管理者が有する権限に関する書類

オ法第 19 条の2第2号の規定に基づく監査委員会を設置しているととを証する書

類

力法第19条の2第3号の規定に基づく管理者の業務の執行が法令に適合すること

を確保するための体制及び開設者による特定機能病院の業務の監督に係る体制に

関する書類

3 管理者の選任

(1)医療法施行規則第7条の2の2第1項に規定する「管理者の選任」に当たり、特

定機能病院の開設者は次のことに留意しなければならないこと。

ア選挙等による選任では、医療安全管理経験をはじめ管理者に必要な資質・能力の

優劣を反映する結果にならないおそれがあるため、法第10条の2第2項に規定す

る合議体の審査結果を踏まえ、選考過程の透明性が確保されるよう留意すること。

イ法第10条の2第2項に規定する合議体の審査結果を踏まえて行うこと。

(2)医療法施行規則第7条の2の2第1項第1号に規定する「医療の安全の確保の

ために必要な資質及び能力」には、医療安全管理業務の経験や>患者安全を第一に考

える姿勢及び指導力が含まれること。

(3)医療法施行規則第7条の2の2第1項第2号に規定する「組織管理能力等の当

該病院を管理運営する上で必要な資質及び能力」には、当該病院内外での組織管理経

験が含まれること。

(4)医療法施行規則第7条の3第1項第1号に規定する「委員名簿及び委員の選定

理由」の公表の際には、委員の経歴についても公表すること。

(5)医療法施行規則第7条の3第2項第2号に規定する「一定額」とは、年間50万

円を基本とすること。

(6)医療法施行規則第7条の3第2項第3号に規定する「一定額」とは、年間50万

円を基本とすること。

承認後の変更手続

①特定機能病院の開設者は、医療法施行令(昭和23年政令第326号)第4条の3

の規定により、医療法施行規則第3条の2に規定する事項に変更があった場合には、

10日以内にその旨を厚生労働大臣に届け出なけれぱならないものであること。その

際の届出の様式は様式第9のとおりであること。

(2)届出書は、正本1通、副本1通を厚生労働省医政局地域医療計画課あて送付す



るものであること。

5 業務報告書

(1)特定機能病院の開設者は、医療法施行規則第9条の2の2第1項各号に掲げる

事項を記載した業務報告書を毎年10月5日までに地方厚生(支)局長に提出しなけ

れぱならないものであること。その際の標準様式は様式第2から第7まで並びに第10

及び第Ⅱのとおりであること。

(2)業務報告書は、正本1通、副本2通を特定機能病院の開設地を管轄する地方厚

生(支)局医政主管部局あて送付するものであるとと。

③医療法施行規則第9条の2の2第1項第1号に規定する「高度の医療の提供の

実績」は、「6 管理者の業務遂行」(2)ア(ア)に規定する「地域への一定の人的協

力を行うこと」を含むものであり、業務報告書を提出する年度の前年度の実績を報告

するものであること。

④医療法施行規則第9条の2の2第1項第16号に規定する「第一条の十一第一項

各号に掲げる体制の確保、第七条の二の二の規定による公表並びに第九条の二十の二

第一項第一号から第十三号の二まで並びに第十五条の四第二号及び第四号に掲げる

事項の状況」には、医療に係る安全管理のための指針の整備状況、医療安全管理委員

会の設置及び業務実施状況、医療法施行規則第1条のⅡ第1項第3号に規定する医

療に係る安全管理のための職員研修の実施状況、医療機関内における事故報告等の医

療に係る安全の確保を目的とした改善のための方策の状況、医療安全管理責任者及び

専任の院内感染対策を行う者の配置状況、医薬品安全管理責任者の業務実施状況、医

療法第1条の4第2項に規定する説明に関する責任者及び診療録その他の診療に関

する記録の管理に関する責任者の配置状況、医療安全管理部門の業務実施状況、医療

安全管理部門における専従の医師、薬剤師及び看護師の配置状況、高難度新規医療技

術の実施の適否等を決定する部門の設置状況、未承認新規医薬品等の使用の適否等を

決定する部門の設置状況、入院患者が死亡した場合等の医療安全管理部門への報告状

況及び当該報告に係る医療安全管理委員会の業務の状況、他の特定機能病院等の管理

者と連携した従業者の相互立入り及び技術的助言の実施状況、当該病院内に患者から

の安全管理に係る相談に適切に応じる体制の確保状況、医療法施行規則第9条の 20

の2第1項第12号及び第玲号に規定する医療に係る安全管理のための職員研修の

実施状況に関する書類、医療法施行規則第巧条の4第2号に規定する監査委員会の

設置状況、同条第4号に規定する医療安全管理の適正な実施に疑義が生じた場合等の

情報提供を受け付けるための窓口の設置状況、医療法施行規則第9条の20の2第13

号の2に規定する第三者による評価の受審状況、当該評価に基づき改善のために講ず

べき措置の内容の公表状況、当該評価を踏まえ講じた措置の状況を含むものであるこ

と。

(5)医療法施行規則第9条の2の2第1項各号に掲げる事項のうち、第6号に掲げ

る事項及び第5号に掲げる事項のうち閲覧の実績については、業務報告書を提出する

年度の前年度の年間実績を報告するものであること。



(6)医療法施行規則第9条の2の2第1項各号に掲げる事項のうち、第4号、第7

号、第8号及び第 15 号に掲げる事項並びに第5号に掲げる事項のうち閲覧方法につ

いては、業務報告書を提出する年度の 10月1日現在の状況を報告するものであるこ

と。

(フ)医療法施行規則第9条の2の2第1項各号に掲げる事項のうち、第9号及び第

10 号に掲げる事項については、業務報告書を提出する年度の前年度の1日当たり平

均値を報告するものであること。

(8)医療法施行規則第9条の2の2第1項各号に掲げる事項のうち、第6号、第9

号及び第 10 号に掲げる事項並びに第5号に掲げる事項のうち閲覧の実績については、

特定機能病院の承認後初めて行う業務報告書の提出に当たっては、各年度の4月1日

から 10月5日までの間に承認を受けた病院の場合は報告を省略する取り扱いとし、

各年度の 10月6日から3月31日までの間に承認を受けた病院の場合は報告書を提

出する年度の前年度の承認後の期間の実績を報告する取り扱いとするものであるこ

と。また、各年度の4月1日から 10月5日までの間に承認を受けた病院が承認後2

度目に行う業務報告書の提出に当たっては、前記の事項については、報告書を提出す

る年度の前年度の承認後の期間の実績を報告する取り扱いとするものであるとと。

⑨医療法施行規則第9条の2の2第1項第17号に掲げる事項(収益及び費用の内

容)は、業務報告書を提出する年度の前年度の実績を報告するものであること。その

際の届出の様式は様式第Ⅱのとおりであること。なお、厚生労働大臣は、当該事項

に関する内容については、公表を差し控えることとすること。

(1の業務報告書が提出された場合、医療法施行規則第9条の2の2第3項の規定に

より、病院所在地の都道府県知事あてに当該報告書の写しを送付することとしている

ので、貴職におかれても特定機能病院の業務遂行状況に留意するとともに、地域医療

の推進に当たって参考とされたいこと。

6 管理者の業務遂行

①医療法施行規則第9条の20第1項第1号イ及び第2号イに規定する「特定機能

病院以外の病院では通常提供することが難しい診療」とは、

①先進医療(厚生労働大臣が定める評価療養>患者申出療養及び選定療養(平成18

年厚生労働省告示第495号)第1条第1号に規定するものをいう。以下同じ。)

②指定難病(難病の患者に対する医療等に関する法律(平成 26年法律第五号)第

5条第1項に規定する指定難病をいう。以下同じ。)に係る特定医療(同項に規定す

る特定医療をいう。以下同じ。)を主に想定したものであること。この場合におい

て、①の先進医療の提供は必須とし、厚生労働大臣の承認を受けた①の先進医療の

数が1件の場合には、併せて②の指定難病に係る特定医療を年間500人以上の患者

に対して行うものであること。

また、既に特定機能病院に係る承認を受けている病院について、その提供する先進

医療が、診療報酬の算定方法(平成20年厚生労働省告示第59号)に規定する医療技

術に採り入れられたことにより、前記の要件に適合しなくなった場合には、おぉむね



3年以内を目途に、適合するようにすべきものであること。

なお、以上このことは一般に「高度の医療」を①又は②に限定する趣旨ではなく、

また、これらの医療の提供機能、開発及び評価機能並びに研修機能を特定機能病院に

限定する趣旨ではないこと。

(2)医療法施行規則第9条の20第1項第1号ホに規定する「その他病院の種類に応

じた地域における医療の確保のために必要な事項を行うこと。」とは、具体的には以

下のものを指すこと。

ア特定機能病院Aが行う地域における医療の確保のために必要な事項

(ア)地域への一定の人的協力を行うこと

(イ)地域の医療機関への学習機会の提供

イ特定機能病院Bが行う地域における医療の確保のために必要な事項

(ア)日本全国の医療機関に勤務する医療従事者を対象とした専門的な人材育成

(イ)地域の医療機関への学習機会の提供

(3) 6 (2)ア(ア)の「地域への一定の人的協力を行うこと」とは、特定機能病院

Aが派遣先医療機関との連携及び調整の下、当該医療機関に対し医師を計画的かつ継

続的に派遣するととにより、地域における医療提供体制の確保及び充実を図ることで

あり、特定機能病院Aから派遣される常勤医師換算数が原則として 60人以上である

ことを要件とする。60 人を下回った場合にあっては、60 人を下回った年度の次年度

からの年次計画を作成し、厚生労働大臣に提出しなければならないものであること。

その際の作成様式は、様式第8のとおりであること。

なお、「派遣される常勤医師換算数」は、次に掲げる要件を満たす者を常勤換算して

得られた数値をいうものとする。具体的な算出方法等については医師派遣調査票の作

成要領を参照すること。

ア常勤/非常勤の雇用形態によらず、特定機能病院Aから半年以上継続して派遣さ

れた医師であること(派遣期間が半年未満の医師であっても、実態として半年以上

の継続的な医師の派遣を行っているとみなすことができる場合については算入可

苛)。

イ特定機能病院Aの在籍期間が3年以上の医師であるとと。なお、「在籍期間が3年

以上の医師」とは、医師法の規定による臨床研修修了後に特定機能病院A (いわゆる

「医局」を含む。)に3年以上所属している医師をいう。

ウ病院の管理者(病院長)としての派遣ではないこと。

工大学病院本院から別の大学病院本院に派遣されている医師が、さらに別の医療機

関に派遣される場合については、最初の派遣に限り算入する。

オ同一法人が開設する医療機関(いわゆる「分院」、「サテライト診療所」等)は原則

として派遣先として取扱わないものとする。ただし、当該医療機関が医師少数区域

又は医師少数スポットに所在する場合は、派遣先として取扱い、算入対象とするこ

とができるものとする。

④ 6 (3)における 60人を下回った場合の年次計画書は、正本1通、副本1通を

厚生労働省医政局地域医療計画課に送付すること。



(5) 6 (2)ア(ア)の「地域への一定の人的協力を行うこと」にあたっては、都道

府県における医療の提供状況及び、とれらに関する計画等(地域医療構想、医師確保

計画など)を十分に把握し、地域の状況に応じて都道府県と連携することが望ましい。

具体的には、地域の状況に応じて、以下の事項に努めるよう留意されたい。

①地域医療構想との整合性について

ア地域医療構想を踏まえた人的協力について

(ア)地域の各医療機関が、新たな地域医療構想を踏まえたそれぞれの医療機

関機能を適切に発揮できるよう、当該地域の関係する取組を踏まえて協力する

こと。

(イ)地域医療構想調整会議(都道府県単位)へ参加すること。

(ウ)地域医療構想調整会議において大学病院本院からの人的協力に関する協

議があった場合、その協議結果を踏まえた人的協力を行うこと。

(エ)病院全体として地域医療構想の主旨等に則った協力を行うこと。例えぱ、

人的協力がいわゆる医局や講座単位で行われている場合には、当該病院におけ

る人的協力の全体像が把握できるようにし、病院全体としての対応を検討する

場を設けること等が考えられる。

(オ)当該病院が所在する都道府県とは別の都道府県から地域医療構想への協

力を求められた場合についても、積極的に協力すること。例えば、隣県に所在

する医療機関に人的協力を行っている場合において、さらなる協力が求められ

る場合等が考えられる。

仂)医師の様々な症例の経験の必要陛など医育の観点を踏まえること。

イ当該病院が果たすべき役割について

地域医療構想調整会議(都道府県単位)における協議や、関係学会との連携等

を踏まえた上で、小児がんや移植医療など、症例数が少ない医療や高度な医療を、

都道府県単位又はより広域な単位で提供すること。

ウその他の取組について

地域全体に係る医療提供体制の構築・維持や連携・再編・集約化の取組への協

力の観点を踏まえて、地域における他の医療機関と連携しながら、自施設の病床

数の適正化(ダウンサイズ)や提供する医療内容の見直しを行う等の取組を進め

ること。

②医師確保計画との整合性について

ア都道府県を超えた人的協力について

医師多数都道府県等に所在する特定機能病院が人的協力を行うに当たっては、

当該都道府県外の医師少数都道府県等に所在する医療機関に対して優先的に人的

協力を行うこと。

イ都道府県からの医師派遣要請への配慮

(ア)都道府県が設定する医師少数区域、医師少数スポット、重点医師偏在対

策支援区域に所在する医療機関に対して優先的に人的協力を行うこと。

(イ)人的協力に当たっては、地域医療対策協議会での協議事項を踏まえて、



都道府県と連携して実施すること。

ウ都道府県と大学病院等との連携パートナーシップ協定

都道府県と大学病院等の間で、医師の派遣・配置、医学部地域枠、寄附講座等に

関する連携パートナーシップ協定を締結した上で、人的協力を実施すること。

(6) 6 (2)ア(イ)、(2)イ(イ)の「地域の医療機関への学習機会の提供」とは、

地域の医療機関に向けた教育・研修(例:疾病の診断・治療・管理等、感染対策、医

療安全、災害対策等)などを行っていること。

⑦医療法施行規則第9条の20第1号口に規定する「臨床検査及び病理診断を適切

に実施する体制を確保すること」とは、病院内に臨床検査及び病理診断を実施する部

門を設けることを意味するものであること。

(8)医療法施行規則第9条の20第1項第1号ハに規定する「第一条の十一第一項各

号に掲げる体制を確保」するに当たっては、「病院等における医療の安全を確保する

ための措置について」(令和8年3月31日医政発0331第72号:厚生労働省医政局長

通知)に掲げる事項を満たすこと。

また、医療法施行規則第9条の20第1項第1号ハに規定する「次条第一項第一号

から第十三号の二までに掲げる事項を行うこと」とは、具体的には以下のものを指

すこと。

ア医療法施行規則第9条の20の2第1項第1号に規定する「医療安全管理責任者」

は、次に掲げる要件を満たす必要があること。

(ア)医療安全、医薬品安全及び医療機器安全について必要な知識を有するもの。

(イ)医療安全管理部門における業務経験を有するもの。この場合の業務経験と

は、単に医療安全管理委員会等の会議へ出席していることのみでは該当せず、

医療安全管理部門での実務または管理業務等に携わることをいう。他業務との

併任であっても差し支えない。経験期間については、 6か月以上が望ましい。

(ウ)当該病院の副院長(管理者を補佐する者のうち副院長と同等のものを含む。)

のうち管理者が指名するもの。

(エ)当該病院の常勤職員であり、医師又は歯科医師の資格を有していること。

イ医療法施行規則第9条の20の2第1項第1号に規定する「管理者への医療安全

の確保のために必要な補助及び助言」とは、医療安全管理上必要な人員配置や予

算確保に関するものを含め、医療安全の確保のために必要な補助及び助言を行う

ものであること。

ウ医療法施行規則第9条の20の2第1項第1号に規定する「医療安全管理部門、

医療安全管理委員会、医療安全管理者、医薬品安全管理責任者及び医療機器安全

管理責任者等を統括させる」とは、次に掲げる事項を含むものであること。

(ア)医療安全管理部門、医療安全管理委員会、医療安全管理者、医薬品安全

管理責任者及び医療機器安全管理責任者等(以下「医療安全管理部門等」とい

う。)の業務の管理(他の特定機能病院との相互の立入の結果等を踏まえた自院

の医療安全管理の佑瞰的な評価及び改善策の検討、業務の進捗の管理等)

(イ)医療安全管理部門等の業務の支援(医療安全管理部門等が行う従業者へ



の指導及び部署間の調整等の支援並びに管理者等への医療安全上の意見の具申

の支援等)

(ウ)従業者が行う医療安全の確保のために必要な業務の支援

工医療法施行規則第9条の 20 の2第1項第2号に規定する「専任の院内感染対策

を行う者」は、当該病院おける院内感染対策を行う部門の業務に関する企画立案及

び評価、病院内における職員の院内感染対策に関する意識の向上や指導等の業務を

行うものであり、次に該当するものであること。

(ア)医師、歯科医師、薬剤師又は看護師のうちのいずれかの資格を有している

こと。

(イ)院内感染対策に関する必要な知識を有していること。

オ医療法施行規則第条9の 20 の2第1項第3号イに掲げる「医薬品の安全使用の

ための業務に資する医薬品に関する情報の整理、周知及び当該周知の状況の確認」

とは、医薬品安全管理責任者から同号ハの規定に基づき指名された薬剤師等が、院

内の医薬品の使用状況を月1回程度定期的に確認し、その結果を踏まえて添付文書

情報(禁忌等)、緊急安全性情報、未承認医薬品の使用時又は医薬品の適応外使用時

等の医薬品安全管理に係る清報を整理し、必要に応じてその結果を医薬品安全管理

責任者に報告することをいうこと。

また、医薬品安全管理責任者は、報告された情報を踏まえ、必要に応じて、当該

情報に係る医薬品の使用実績のある診療科等のみならず院内全体に医薬品の適正

使用のための注意喚起情報を周知するとともに、必要な診療科等に周知されたか等

について確認することを、同号ハの規定に基づき指名された薬邦伯市等に対し行わせ

ることをいうこと。さらに、医薬品安全管理責任者は、これらの医薬品情報の周知

状況の確認の方法を定め、必要に応じて手順の見直しを行うことをいうこと。

力医療法施行規則第9条の 20 の2第1項第3号口に規定する「未承認等の医薬品

の使用に関し、当該未承認等の医薬品の使用の状況の把握のための体系的な仕組み

の構築並びに当該仕組みにより把握した未承認等の医薬品の使用の必要性等の検

討の状況の確認＼必要な指導及びこれらの結果の共有」とは、医薬品安全管理責任

者から同号ハの規定に基づき指名された薬剤師等が医師の処方した薬剤を調剤す

る場合、以下に掲げる事項を行うことをいうこと。

①医師の処方した薬剤の使用が、未承認の医薬品の使用若しくは適応外又は禁忌

等の使用方法に該当するか否かを把握すること。

②①の使用に該当する場合には、薬学的知見に基づき、必要に応じて処方した医

師等に対して処方の必要性や論文等の根拠に基づくりスク検討の有無、処方の妥

当性等を確認すること。

③①②の結果を踏まえ、必要に応じて処方した医師等に対し処方の変更等の提案

を行うとともに、その結果を医薬品安全管理責任者に報告すること。

さらに、医薬品安全管理責任者は、①の把握方法を定めるとともに、把握の状

況を定期的に確認し、必要に応じて当該把握方法の見直しを行うこと。また、③

の報告を踏まえ、必要に応じて医師等に対する指導等を行うとともに、院内全体



に未承認等の医薬品の使用に関して必要な情報の共有等を行うことを、同号ハの

規定に基づき指名された薬剤師等に対し行わせることをいうこと。

キ医療法施行規則第9条の 20 の2第1項第3号ハに規定する「イ及び口に掲げる

措置を適切に実施するための担当者の定め」とは、医療法施行規則第9条の 20 の

2第1項第3号イ及び口に掲げる措置を適切に実施するための担当者を医薬品安

全管理責任者が指名することをいうこと。

ク医療法施行規則第9条の20の2第1項第4号に規定する「法第一条の四第二項

の説明に関する責任者」は、同号に規定する規程に定められた事項の遵守状況を定

期的に確認し、確認の結果、適切でない事例が認められる場合は、必要な指導を行

うとともに、当該事例を病院の各部署に通知し、又は研修で取り上げるなどして、

適切に説明が行われるようにすること。

ケ医療法施行規則第9条の 20 の2第1項第5号に規定する「診療録等の管理に関

する責任者」は、診療録等の記載内容等の確認を定期的に行い、十分でない事例が

認められる場合は、必要な指導を行うとともに、当該事例を病院の各部署に通知し、

又は研修で取り上げるなどして、適切に診療録等の管理が行われるようにすること。

コ医療法施行規則第9条の 20 の2第1項第6号に規定する「医療安全管理音閉励

は、医療安全管理委員会で決定された方針に基づき、組織横断的に当該病院におけ

る医療に係る安全管理業務に関する企画立案及び評価、病院内における医療安全に

関する職員の安全管理に関する意識の向上や指導等の業務を行うものであり、次に

掲げる基準を満たす必要があること。

(ア)「専従」とは、医療安全管理部門の業務に専ら従事していることをいうも

のとし、常勤で雇用されている職員において、その就業時間の8割以上を当該業

務に従事している場合とすること。

(イ)専従の構成員は、特定機能病院の臨床業務の管理運営上重要な役割を担っ

ていることを踏まえ、臨床業務に係る十分な知識と技能及び当該病院の医療安全

確保を図る上で優れた識見、意欲を有する者とすると共に、当該病院は、当該医

療安全業務の専従経験を将来にわたって生かせるよう、従事経験を適正に評価す

るよう配慮すること。

(ウ)構成員は、当該病院の医療安全管理委員会に出席すること。

(エ)歯科診療に関連する医療安全に係る事案が発生した場合には、歯科医師が

適切に関与できる体制を確保すること。

サ医療法施行規則第9条の 20 の2第1項第6号に掲げる「医療安全管理部門」の

業務については、次のことに留意すること。

(ア)医療法施行規則第9条の20の2第1項第6号イに規定する「医療安全管理

委員会に係る事務」とは、医療安全管理委員会で用いられる資料及び議事録の作

成及び保存、その他医療安全管理委員会の庶務に関することを指すこと。

(イ)医療法施行規則第9条の20の2第1項第6号口に規定する「事故その他の

医療安全管理部門において取り扱うことが必要なものとして管理者が認める事

象」の基準については、医療安全管理委員会において検討し、管理者が定めるも



のとすること。

(ウ)医療法施行規則第9条の20の2第1項第6号ホに規定する「医療に係る安

全の確保に資する診療の状況の把握」とは、手術時の血栓予防策実施率のモニタ

リング等、医療安全管理委員会において定める医療安全に資する診療内容につい

てのモニタリングを平時から行うことをいうこと。

(エ)医療法施行規則第9条の20の2第1項第6号ホに規定する「従事者の医療

の安全に関する意識の向上の状況の確認」とは、医療安全管理委員会において定

める、全職員の医療安全に関する研修の受講状況等の従事者の医療安全の認識に

ついてのモニタリングを平時から行うことをいうこと。

シ医療法施行規則第9条の20の2第1項第7号に規定する高難度新規医療技術を

用いた医療を提供する場合に講ずる措置については、「医療法施行規則第9条の 20

の2第1項第7号口の規定に基づき高難度新規医療技術について厚生労働大臣が

定める基準について」(平成28年6月10日医政発 0610 第21号:厚生労働省医政

局長通知)を参照すること。

ス医療法施行規則第9条の 20 の2第1項第8号に規定する未承認新規医薬品等を

用いた医療を提供する場合に講ずる措置については、「医療法施行規則第9条の 20

の2第1項第8号口の規定に基づき未承認新規医薬品等を用いた医療について厚

生労働大臣が定める基準について」(平成28年6月10日医政発 0610第24 号:厚

生労働省医政局長通知)を参照すること。

セ医療法施行規則第9条の 20 の2第1項第9号に規定する「医療に係る安全管理

に資するため」の措置を講ずるに当たっては、次のことに留意すること。

(ア)医療法施行規則第9条の 20 の2第1項第9号イの報告の対象となる事項

については、行った医療等に起因するか否か、また、当該事例を予期していたか

否かは問わないこと。

(イ)医療法施行規則第9条の20の2第1項第9号イ(2)に規定する「患者の

生命及び健康に与える影響が大きい事象であつて、その発生を回避するための方

法が普及している事象」には、「病院等における医療の安全を確保するための措置

について」(令和8年3月31日付け医政発0331第72号。別添1)の別表1に示

す事象(以下「A類型」という。)を含めること。

(ウ)医療法施行規則第9条の20の2第1項第9号イ(3)に規定する「患者の

生命及び健康に与える影響が大きい事象であつて、その発生を回避できる可能性

が必ずしも高いとは認められない事象」には、「病院等における医療の安全を確保

するための措置について」(別添1)の別表2に示す事象(以下「B類型」という。)

を含めること。

(エ)医療法施行規則第9条の20の2第1項第9号イ(2)に規定する「管理者

が定める水準以上の事象」とは、管理者が定める水準以上の処置や治療を要した

事象であり、軽微な処置や治療を必要とした事象は含まないこと。

(オ)医療法施行規則第9条の20の2第1項第9号口(1)に規定する「イの規

定による報告の実施の状況の確認」の際、必要な検証を行うものとすること。



(カ)管理者が医療法施行規則第9条の20の2第1項第9号ハに規定する「従業

者に対して必要な指導を確実に行う」に当たっては、医療安全管理委員会におい

て重大な事象が生じた部署等に対して必要な指導(特定の技術の一時的な停止な

どを含む)を検討し、管理者へ報告を行い、当該報告に基づき管理者が指導を行

うことが想定されること。なお、緊急を要する場合等には、医療安全管理委員会

の検討等を経ずに管理者の判断において、当該部署等に指導を行うことも想定さ

れる。

ソ医療法施行規則第9条の20の2第1項第10号に規定する「他の特定機能病院等

の管理者と連携し」講ずる特定機能病院等従業者の相互立入に当たり、特定機能病

院等の管理者は、次のことに留意しなければならないこと。

(ア)他の特定機能病院等に立ち入る従業者に、医療安全管理責任者又はその代

理者を含めること。

(イ)従業者の相互立入については、厚生労働省が公募する特定機能病院におけ

る医療安全のための従業員の相互立入を推進するための事業を実施する団体等

において、以下の手1慎に従って進めること。

①毎年度、新たに従業者の相互立入を実施する前に、あらかじめ当該団体等に

おいて、直近の医療事故等の発生状況や医療安全上の新たな課題等を踏まえて、

当該年度の相互立入において重点的に確認を行う医療安全上の課題(以下「重

点的課題」という。)を設定する(例:A類型、 B類型を含む重大事象に関する

安全対策など)。

②相互立入が実施された後には、当該団体等において、所属する病院の結果を

取りまとめ、重点的課題を含む医療安全に関する現状と課題について、当該団

体等の全体像を把握する。

③上記②で把握した現状と課題を踏まえ、当該団体等において、所属病院の医

療安全上の重点的課題等への取組を推進するための方策(所属する特定機能病

院間での意見交換や次年度以降のフォローアップの方針など)を検討する。

(ウ)実際に従業者の相互立入を行う際には、上記の重点的課題を踏まえて、そ

れに関する現状の把握、対策の検討・実施状況の評価等を行うこと。なお、重点

的課題に加えて、双方の特定機能病院間等で別に評価等を行うべき事項を設定し

ても差し支えない。

(エ)別に定める「特定機能病院等医療安全連絡会議」に、従業者の相互立入の

結果やその他の医療安全管理に係る取組を報告すること。当該会議においては、

特定機能病院全体の医療安全の向上に資する議題を設定し議論を行うこと。例え

ば、上記(イ)③において団体等が検討・実施した事項の共有及び翌年度の重点

的課題設定の参考となるような意見交換等が想定される。

なお、重点的課題に関する対応策その他の医療安全管理に係る事項について、

特定機能病院以外の病院等においても参考となる知見が得られた場合には、そ

れらをWebサイト等で公開することが望ましい。

タ医療法施行規則第9条の 20 の2第1項第 10 号イ及び口に規定する「技術的助



言」とは、ソ(イ)①において設定された医療安全上の重点的課題に関する事項そ

の他の医療安全の観点から必要な事項等に関するものであること。

チ医療法施行規則第9条の20の2第1項第H号に規定する「患者からの安全管理

に係る相談に適切に応じる体制を確保すること」とは、当該病院内に患者相談窓口

を常設し>患者等からの苦情、相談に応じられる体制を確保するものであり、次に

掲げる基準を満たす必要があること。また、これらの苦情や相談は医療機関の安全

対策等の見直しにも活用されるものであること。

(ア)患者相談窓口の活動の趣旨、設置場所、担当者及びその責任者、対応時間

等について、患者等に明示されていること。

(イ)患者相談窓口の活動に関し、相談に対応する職員、相談後の取扱、相談情

報の秘密保護、管理者への報告等に関する規約が整備されていること。

(ウ)相談により>患者や家族等が不利益を受けないよう適切な配慮がなされて

いること。

ツ医療法施行規則第9条の20の2第1項第12号に規定する職員研修では、インシ

デント・アクシデント報告の流れ、医療安全に係る具体的事例の改善策等について

取り上げることが望ましいこと。また、研修実施後に e-1e紅ning などを活用して、

研修実施後の学習効果の測定を実施することが望ましいこと。

テ医療法施行規則第9条の20の2第1項第13号に規定する「医療に係る安全管理

のための研修」とは、病院の医療安全管理体制を確保するために、各職種が当該業

務を適切に行うための知識及び技術を習得することを目的として管理者、医療安全

管理責任者、医薬品安全管理責任者及び医療機器安全管理責任者を対象に適切に行

われるものとすること。

ト医療法施行規則第9条の20の2第1項第13号の2に規定する「特定機能病院に

おける医療の安全の確保に資すると認められる方法により医療機関内における事故

の発生の防止に係る第三者による評価」とは、特定機能病院に求められる医療安全

の確保に資する広域を対象とする第三者評価であり、具体的には以下の第三者評価

が該当すること。

(ア)公益財団法人日本医療機能評価機構が実施する病院機能評価のうち、一般

病院3による評価

(イ) Joint c01血ission lnternationa1力§ヲミ方桓,ーる、 J C 1認信正1こよる言平イ西

(ウ) 1S0規格に基づく、 1S09001認証による評価

ナ医療法施行規則第9条の20の2第1項第13号の2に規定する信平価及び改善の

ため講ずべき措置の内容を公表」することについては、第三者評価の結果と、改善

のために講ずべき内容について、ホームページで公表することが望ましいこと。た

だし、ホームページを有しない場合には、事務所に備えて置くこと等により一般の

閲覧に供していることでも差し支えないこと。

(9)医療法施行規則第9条の20第1項第2号イに規定する「特定機能病院以外の病

院では通常提供するととが難しい診療に係る技術の研究及び開発を行うこと」とは、

当該特定機能病院に所属する医師等の行う研究が、国若しくは地方公共団体又は一般



社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の認定

等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律(平成18年法律第50号)

による改正前の民法(明治29年法律第89号)第34条の規定に基づき設立された法

人若しくは一般社団法人及び一般財団法人に関する法律(平成18年法律第48号)の

規定に基づき設立され、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律(平成

18年法律第四号)第4条の認定を受けた法人から補助金の交付又は委託を受けたも

のであること並びに当該特定機能病院に所属する医師等が発表した英語による論文

の数が年間 70件以上であるとと及び次に掲げる基準を満たすことを意味するもので

あること。なお、「英語による論文」とは、筆頭著者の所属先が当該特定機能病院であ

る論文であり、査読のある学術雑誌に掲載されたものに限るものであること。ただし、

実態上、当該特定機能病院を附属している大学の講座等と当該特定機能病院の診療科

が同一の組織として活動を行っている場合においては、筆頭著者の所属先が大学の当

該講座等であっても、論文の数の算定対象に含めるものであること(筆頭著者が当該

特定機能病院に所属している場合に限る)。

ア研究の実施又は継続の適否その他研究に関し必要な事項について、倫理的及び科

学的観点から調査審議するための倫理審査委員会が設置されていること。

イ禾1」益相反(conflict of lntor鉛t:以下「C01」という。)の管理に関する規定の

策定、C01委員会の設置など、 C01の管理について適切な措置を講じていること。

ウ院内の医療従事者に対して臨床研究の倫理に関する講習その他必要な教育を受

けることを確保するために必要な措置を講じていること。

(10)医療法施行規則第9条の20第1項第2号口に規定する「臨床研究の適正かつ

円滑な実施を支援するための部門を設置することとは、臨床研究の実施に係る支援

を行う業務に関する相当の経験及び識見を有する者、生物統計に関する相当の経験及

び識見を有する者、薬事に関する審査に関する相当の経験及び識見を有する者、行政

機関の医学系部門での業務歴があり政策・施策に関する識見を有する者等、その他必

要な職員で構成され、臨床研究に関する企画・立案についての相談、研究計画書・同

意説明文書等の必要な文書の作成支援、研究の進捗管理、同意説明補助、他の医療機

関との連絡調整、研究費の獲得支援等、その他臨床研究の実施を支援する業務を行う

ことが望ましいこと。

(1D 医療法施行規則第9条の20第1項第2号ハに規定する「医療技術の有効性及

び安全性を適切に評価すること」とは、医療技術による治療の効果>患者の侵襲の程

度等を勘案し、当該技術を実際に用いることの是非等を判定することを意味するもの

であること。

(12)医療法施行規則第9条の20第1項第3号イに規定する「医師法第十七条の二

の規定による臨床実習その他の大学において医学を専攻する学生に対する研修を適

切に行わせること。」とは、次に掲げる取組のいずれかを行うこと。ただし、両方の取

組を実施することを妨げるものではない。

ア医師法第17条の2の規定による臨床実習を受け入れていること。

イ医師法第17条の2の規定に関わらず、医学生の実習等を受け入れていること。



(13)医療法施行規則第9条の20第1項第3号口に規定する「高度の医療に関する

臨床研修(医師法第十六条の二第一項及び歯科医師法第十六条の二第一項の規定によ

るものを除く。)を適切に行わせること」とは、医師法及び歯科医師法の規定による

臨床研修を修了した医師及び歯科医師に対する専門的な研修を実施することを意味

するものであり、次に掲げる基準を満たすこと。また、医師、歯科医師以外の医療従

事者についても、研修プログラム等を作成して、高度な医療等に関する研修を行うこ

とが望まれること。特に、高度な医療の提供に当たっては、業務が適切に管理されて

いることが求められるため、医師及び歯科医師を含めた全ての医療従事者に対して業

務の管理に関する研修を行うことが望まれること。

①当該専門的な研修を受ける医師及び歯科医師の数が、年間平均 30 人以上である

こと。

②医療法施行規則第6条の4第1項に規定する診療科ごとに、研修プログラムを管

理し、研修を統括する者(以下「研修統括者」という。)を置くこと。ただし、りハ

ビリテーションを行う診療科、病理診断を行う診療科、臨床検査を行う診療科、形

成外科を行う診療科及び総合的な診療を行う診療科に関しては任意とする。

③研修統括者は、担当する診療領域における臨床経験を10年以上有していること。

(14)医療法施行規則第9条の20第1項第3号口において、高度の医療に関する臨

床研修を特定機能病院の管理者の業務として規定していることは、当該病院が医師法

及び歯科医師法の規定による臨床研修その他の研修を実施することを妨げる趣旨で

はないこと。

(15)医療法施行規則第9条の20第1項第3号ハに規定する「大学において薬学(臨

床に係る能力を培うことを主たる目的とするものに限る。)を専攻する学生及び薬剤

師に対する研修を行わせる体制を適切に整備すること。」とは、次に掲げる取組を行

ア薬剤師養成課程に在籍する学生に対する薬学実務実習の受入れ体制を整備して

いること。なお、当該体制の整備とは、認定実務実習指導薬剤師を配置しているこ

とを指す。

イ免許取得直後の薬剤師を対象とした病棟業務等に係る総合的な研修が提供でき

る体制を整備していること。

a6)(15)のイの「免許取得直後の薬剤師を対象とした病棟業務等に係る総合的な

研修が提供できる体制を整備していること」とは、当該研修における責任者の配置、

研修の計画や実施等に関して検討するための委員会の設置及び研修プログラムの策

定を行うことを指し、「医療機関における新人薬剤師の研修プログラムの基本的考え

方」(一般社団法人日本病院薬剤師会)並びに「薬剤師の卒後研修カリキュラムの調

査研究」(令和3年度厚生労働科学研究費補助金健康安全確保総合研究分野医薬品・

医療機器等レギュラトリーサイエンス政策研究)における薬剤師の卒後研修プログラ

ム骨子案及び薬剤師卒後研修プログラム評価票案を参考にすること。

a7)医療法施行規則第9条の20第1項第3号二に規定する「保健師助産師看護師

学校養成所指定規則(昭和二十六年文部省・厚生省令第一号)別表三から別表三の三

こう



までの臨地実習を行わせ、かつ、看護師に対する研修を行わせる体制を適切に整備す

ること」とは、次に掲げる取組を行うこと。

ア看護師等学校養成所の教育課程における臨地実習の受入れを行っているとと。

イ看護師の特定行為研修について、厚生労働大臣の指定を受けた指定研修機関であ

ること。なお、当該指定研修機関が学校教育法に基づく学校である場合を含むもの

とする。

(18)令和8年改正省令施行の際現に医療法第4条の2第1項の規定により承認を受

けている特定機能病院であって、医療法施行規則第9条の 20第1項第3号ハ及び二

の規定に適合しない病院については、同号ハ及び二に規定する体制の整備を開始する

ための計画を記載した書類を厚生労働大臣に提出した場合に限り、令和9年4月1日

まで(当該計画に基づき当該体制を適切に整備することとなったときは、そのときま

で)の間は、同号ハ及び二の規定は適用しない。その際の作成様式は、様式第8のと

おりであること。

(19)(18)の体制の整備に係る計画書は、正本1通、副本1通を厚生労働省医政局

地域医療計画課あて送付するものであること。

(2の医療法施行規則第9条の20第1項第4号に規定する「診療並びに病院の管理

及び運営に関する諸記録の管理に関する責任者及び担当者」は、専任の者を配置する

ことが望ましいこと。

(21)医療法施行規則第9条の20第1項第4号に規定する諸記録の管理方法は、病

院の実情に照らし適切なものであれぱ、必ずしも病院全体で集中管理する方法でなく

とも差し支えないものであること。ただし、診療録を病院外に持ち出す際に係る指針

の策定等の適切な管理を行うこと。また、分類方法についても、病院の実情に照らし、

適切なものであれば差し支えないものであること。

(22)医療法施行規則第9条の20第1項第5号に規定する「診療並びに病院の管理

及び運営に関する諸記録の閲覧に関する責任者及び担当者」は、業務が適切に実施さ

れていれば、必ずしも専任の者でなくとも差し支えないものであること。

(23)医療法施行規則第9条の20第1項第5号に規定する「閲覧の求めに応じる場

所」は、閲覧に支障がなければ、必ずしも閲覧専用の場所でなくとも差し支えないも

のであること。なお、閲覧に供することによって諸記録が散逸することのないよう、

十分に留意する必要があるものであること。

(24)医療法施行規則第9条の20第1項第6号イに規定する「紹介患者の数」、「救

急用自動車によつて搬入された患者の数」及び「初診の患者の数」の値は、それぞれ、

次のものを指すものであること。

紹介患者の数:初診患者のうち、他の病院又は診療所から紹介状により紹介された

ものの数(次の①及び②の場合を含む。)

①紹介元である他の病院又は診療所の医師からの電話情報により、特定機能病院の

医師が紹介状に転記する場合

②他の病院、診療所等における検診の結果、精密検診を必要とされた患者の精密検



診のための受診で、紹介状又は検査票等に、紹介目的、検査結果等についての記載

がなされている場合(①と同様、電話情報を特定機能病院の医師が転記する場合を

含む。)

救急用自動車によつて搬入された患者の数

救急自動車により搬入された初診の患者の数

初診の患者の数:患者の傷病について医学的に初診といわれる診療行為があった患

者の数(休日又は夜間に受診した患者及び自他覚的症状がなく健康診断を目的とする

当該病院の受診により疾患が発見された患者について特に治療の必要性を認めて治

療を開始した患者を除く。)

(25)医療法施行規則第9条の20第1項第7号イに規定する「他の病院又は診療所

に紹介した患者の数」及び「初診の患者の数」の値は、それぞれ、特定機能病院の医

師が、紹介状により他の病院又は診療所に紹介した患者の数(次に掲げる場合を含む。)

及び患者の傷病について医学的に初診といわれる診療行為があった患者の数(休日又

は夜間に受診した患者及び自他覚的症状がなく健康診断を目的とする当該病院の受

診により疾患が発見された患者について特に治療の必要性を認めて治療を開始した

患者を除く。)を指すものであること。

ア当該特定機能病院での診療を終えた患者を、電話情報により他の病院又は診療所

に紹介し、紹介した特定機能病院の医師において、紹介目的等を診療録等に記載す

る場合

イ他の病院又は診療所から紹介され、当該特定機能病院での診療を終えた患者を紹

介元である他の病院又は診療所に返書により紹介する場合(アと同様に電話情報に

よる場合を含む。)

(26)(24)及び(25)において、「休日」とは日曜日、国民の祝日に関する法律(昭

和 23年法律第 178 号)第3条に規定する休日、 1月2日及び3日並びに 12月29日、

30日及び31日をいい、「夜間」とは、午後6時から翌日の午前8時まで(士曜日の場

合は、正午以降)をいうものであること。

(27)(24)及び(25)において、紹介状には、紹介患者の氏名、年齢、性別、傷病

名又は紹介目的、紹介元医療機関名、紹介元医師名、その他紹介を行う医師において

必要と認める事項を記載しなければならないものであること、なお、紹介状の様式と

しては、診療報酬点数表において診療情報提供料を算定する場合の所定の文書として

定められている様式を用いることが望ましいものであること。

(28)医療法施行規則第9条の20第1項第6号口に規定する紹介率に係る年次計画

については、計画期間経過後になお紹介率が50%に達していない場合は、50%に達す

るまで、引き続き年次計画を作成し、前の年次計画の計画期間終了後速やかに厚生労

働大臣に提出しなけれぱならないものであること。その際の作成様式は、様式第8の

とおりであること。

(29)承認当初において紹介率が50%以上であった病院が、その後に紹介率が50%

地方公共団体又は医療機関に所属する

(搬入された時間は問わない。)



に満たなくなった場合にあっては、(16)に準じ、50%に満たなくなった年度の次年

度からの年次計画を作成し、厚生労働大臣に提出しなければならないものであること。

(3の紹介率に係る年次計画書は、正本1通、副本1通を厚生労働省医政局地域医療

計画課に送付するものであること。

(31)仮に、紹介率に係る5年間の年次計画書が達成されない場合であっても、紹介

率を向上させるために合理的な努力を行ったものと認められる場合には直ちに特定

機能病院の承認の取り消しを行うことは想定されないものであり、その際の具体的な

取り扱いについては、社会保障審議会の意見を聴いて定めるものであること。

(32)医療法施行規則第9条の20第1項第7号口に規定する逆紹介率に係る年次計

画については、計画期間経過後になお逆紹介率が40%に達していない場合は、40%に

達するまで、引き続き年次計画を作成し、前の年次計画の計画期間終了後速やかに厚

生労働大臣に提出しなければならないものであること。その際の作成様式は、様式第

8 のとおりであること。

(33)承認当初において逆紹介率が 40%以上であった病院が、その後に逆紹介率が

40%に満たなくなった場合にあっては、(20)に準じ、 40%に満たなくなった年度の

次年度からの年次計画を作成し、厚生労働大臣に提出しなけれぱならないものである

こと。

(34)逆紹介率に係る年次計画書は、正本1通、副本1通を厚生労働省医政局地域医

療計画課に送付するものであること。

(35)仮に、逆紹介率に係る5年間の年次計画書が達成されない場合であっても、逆

紹介率を向上させるために合理的な努力を行ったものと認められる場合には直ちに

特定機能病院の承認の取り消しを行うことは想定されないものであり、その際の具体

的な取り扱いについては、社会保障審議会の意見を聴いて定めるものであること。

(36)特定機能病院においては、紹介患者に係る医療を円滑に実施するため、病院内

に地域医療の連携推進のための委員会等(病院内の関係者を構成員とすることでも

可。)を設けることが望ましいものであること。

(37)特定機能病院については、「高度の医療の提供」、「高度の医療技術の開発及び

評価」及び「高度の医療に関する研修」の3つの機能について専門性の高い対応を行

う観点から、次に掲げる取組を行うことが望ましいものであること。

ア住民及び患者が医療機関を適切に選択できるよう、その果たしている役割を地域

住民に対して、適切に情報発信すること。

イ複数の診療科が連携して対応に当たる体制を有すること。

(38)医療法等の一部を改正する法律(平成29年法律第57号)による改正後の医療

法16条の3第2項に規定する「当該管理者並びに当該特定機能病院に勤務する医師、

歯科医師、薬剤師及び看護師その他の者をもつて構成する合議体」について、特定機

能病院の開設者は、次のことに留意しなけれぱならないこと。

ア合議体は多職種で構成されるという趣旨であり、全ての職種が合議体に参画する

ことは必須ではないこと。

イ合議体が外部有識者の意見を聴くことも有益であることから、必要に応じて外部



有識者を参画させることを検討すること。

(39)本項(8)において新たに定める医療安全に関する規定については、令和9年4

月1日から適用する。

開設者の業務遂行

①医療法施行規則第15条の4第1号に規定する「管理者が有する当該病院の管理

及び運営に必要な人事及び予算執行権限」について明確化するに当たり、特定機能病

院の開設者は、次のことに留意しなければならないこと。

ア管理者が有する権限について一律に定めることは、それぞれの法人形態が異なる

ため困難であるが、医療提供の責任者である管理者が、病院の管理運営に必要な指

導力を発揮し、医療安全等を確保できるよう、必要な権限を有するべきであること。

イ管理者のみで病院の管理運営状況を把握するには限界があるため、副院長に加え、

院長補佐、企画スタッフ等、管理者をサポートする体制を充実・強化していくこと

が重要である。その際、外部有識者の意見を聴くことも有益であることから、必要

に応じて外部有識者を参画させることを検討すること。

ウ管理者をサポートする体制については、病院の内部規程上、副院長等の役割を明

確化すること。

工病院のマネジメントを担う人員については、病院の管理運営に精通するよう、適

切な人事・研修による育成を図っていくこと。

(2)医療法施行規則第15条の4第2号イに規定する「利害関係のない者」とは、以

下の条件を満たす者を基本とすること。

ア過去10年以内に当該病院と雇用関係にないこと。

イ委員に属する年度を含む過去3年度の期間において、年間 50 万円を超える額の

寄付金・契約金等(監査委員会に係る費用を除く。)を当該病院から受領していない

こと。

(3)医療法施行規則第15条の4第2号口(1)に規定する「医療に係る安全管理に

関する識見を有する者」とは、特定機能病院において医療安全に関する業務に専従で

従事した経験を3年以上持つ者であること。

④医療法施行規則第15条の4第2号口(2)に規定する「医療を受ける者その他

の医療従事者以外の者」とは、医療等の内容及び説明並びに同意文書が一般的に理解

できる内容であるか等、医療を受ける者の立場から意見を述べることができる者を意

味するものであること。なお、当該者については、医療安全管理についての知識を有

することが望ましいこと。

(5)医療法施行規則第15条の4第2号二(1)に規定する「管理者の医療に係る安

全管理に関する業務の状況」とは、医療法施行規則第9条の 20 の2第1項第9号ハ

基づく従業者への指導等の状況を含むものであること。

⑥医療法施行規則第15条の4第2号二(2)に規定する「医療安全管理部門(中

略)の業務の状況」とは、医療法施行規則第9条の 20 の2第1項第6号口に基づく

従業者への指導等の状況を含むものであること。



⑦医療法施行規則第15条の4第2号二(2)に規定する「医療安全管理委員会(中

略)の業務の状況」とは、医療法施行規則第9条の20の2第1項第9号口に基づき、

医療安全管理委員会が行った報告事象に対する原因の究明のための調査及び分析並

びに改善のための方策の立案及び実施並びに従業者への周知の状況を含むものであ

ること。

(8)特定機能病院の開設者は、医療法施行規則第15条の4第2号ハに規定する監査

委員会の開催の際は、議事録を作成し保存すること。

(9)医療法施行規則第 15条の4第2号二(3)に規定する「結果を公表すること」

については、監査委員会は当該病院の監査で確認された事項について、ホームページ

で公表することが望ましいこと。ただし、ホームページを有しない場合には、事務所

に備えて置くこと等により一般の閲覧に供していることでも差し支えないこと。

(1の医療法施行規則第15条の4第1項第3号イに規定する「特定機能病院の管理

者の業務が法令に適合することを確保するための体佑山については、特定機能病院の

開設者は、法令に適合することを確保するための専門部署の設置や内部規程の整備等、

体制の構築のみならず、法令の遵守状況を踏まえて取組の有効性を検証し、適時に見

直しを行うこと。

(11)医療法施行規則第15条の4第3号口に規定する「特定機能病院の開設者又は

理事会等による当該特定機能病院の業務の監督に係る体制」の整備に当たり、特定機

能病院の開設者は、次のことに留意しなければならないこと。

ア法人のガバナンス構造によっては、理事会等とは別に、病院の管理運営の状況を

点検する会議体を設置し、予算執行状況等、病院の管理運営に関する重要事項につ

いて監督すること。例えば、医学部以外の多くの学部を複数有する総合大学等にお

いては、開設者各法人の判断として理事会等とは別に設置することを検討すること。

イ病院の管理運営の状況を点検する会議体を設置する場合、会議体の委員の半数を

超える者は、当該病院と利害関係のない者から選任すること。利害関係のない者と

は、監査委員会に関する規定に準じること。

ウ法人の理事会等の会議において、病院運営に関する重要事項が審議・決定される

際には、管理者を参画させる等により、病院側の意向を十分に聴取できるよう配慮

すること。

(12)医療法施行規則第15条の4第4号に規定する「医療安全管理の適正な実施に

疑義が生じた場合等の情報提供を受け付けるための窓口を設置する」際には、情報提

供者が単に情報提供したことを理由に不利益な取扱いを受けることのないよう留意

し、適切な運用を行うこと。なお、窓口の設置については、病院外の適切な機関に設

置しても差し支えないこと。

(13)本項目における医療安全に関する令和8年改正省令による改正((5)~(フ))

については、令和9年4月1日から適用する。

8 人員配置

(1)従業者の員数の算定に当たっては、非常勤の者は、当該病院の常勤の従業者の



通常の勤務時間により常勤換算するものであること。

(2)従業者の員数の算定に当たっては、当該病院と雇用関係にない者の員数は含め

ないものであること。

(3)従業者の員数の算定に当たっては、同一組織における他の施設の職員を兼任し

ている者については、勤務の実態、当該病院において果たしている役割等を総合的に

勘案して評価するものであること。

④医療法施行規則第22条の2第1項第1号に規定する医師の員数の算定に当たっ

ては、医師免許取得後2年以上経過していない医師の員数は含めないものであること。

(5)医療法施行規則第22条の2第1項第2号に規定する「歯科、矯正歯科及び小児

歯科の外来患者についての病院の実状に応じて必要と認められる数」とは、歯科の外

来患者がいる場合には最低限度として1名の歯科医師の配置が必要との趣旨である

こと。

(6)医療法施行規則第22条の2第1項第3号において、薬剤師の員数として入院患

者数に対する員数と調剤数に対する員数が規定されているが、これは、それぞれの員

数を加算する旨ではなく、員数について2つの尺度を示したものであること。

(フ)医療法施行規則第22条の2第1項第3号において、薬剤師の員数として調剤数

80 又はその端数を増すごとに1を標準としていることについては、特定機能病院以

外の病院と同様の取り扱いとする趣旨であること。標準の員数を満たしていない病院

にあっては、改善に向けた考え方を厚生労働大臣に提出するものであること。

(8)医療法施行規則第22条の2第1項第6号に規定する「病院の実状に応じた適当

数」については、具体的な数は定まっていないものであること。

(9)医療法施行規則第22条の2第3項に規定する専門の医師については、「広告が

可能な医師等の専門性に関する資格名等について」(平成 19年6月18日付け医政総

発0618001号医政局総務課長通知)の別紙又は「医療法第六条の五第二項及び第六条

の七第三項の規定に基づく医業、歯科医業若しくは助産師の業務又は病院、診療所

若しくは助産所に関して広告することができる事項の一部を改正する告示」(令和3

年厚生労働省告示第347号)において広告することが可能とされている「整形外科専

門医」、「皮膚科専門医」、「麻酔科専門医」、「放射線科専門医」、「眼科専門医」、「産婦

人科専門医」、「耳鼻咽喉科専門医」、 N必尿器科専門医」、「形成外科専門医」、「病理専

門医」、「内科専門医」、「外科専門医」、「救急科専門医」、「小児科専門医」、明畄神経外

科専門医」、「りハビリテーション科専門医」、「精神科専門医」、「臨床検査専門医」又

は眺念合診療専門医」を指すものであること。

構造設備・記録

①医療法施行規則第22条の3第1号に規定する「集中治療管理を行うにふさわし

い広さ」とは、 1病床当たり 15m2程度を意味するものであること。

(2)医療法施行規則第22条の3第1号に規定する「人工呼吸装置その他の集中治療

に必要な機器」とは、人工呼吸装置のほか、人工呼吸装置以外の救急蕪生装置、心電

ヨ十、心細動除去装置、ペースメーカー等を想定しているものであること。



(3)医療法施行規則第22条の3第2号に規定する病院日誌、各科診療日誌、処方せ

ん、手術記録、検査所見記録及びエックス線写真並びに同条第三号に規定する入院患

者及び外来患者の数を明らかにする帳簿については、第20条第H号に規定する諸記

録と同じものであること。

④医療法施行規則第22条の4に規定する「無菌状態の維持された病室」とは、免

疫状態の低下した患者が細菌感染を起こさないよう、細菌が非常に少ない環境で診療

を行うことができる病室を意味するものであること。なお、病室全体がいわゆる無菌

病室になっているものでなくとも、無菌状態を維持するための機器(無菌テント等)

を備えていれぱ差し支えないものであること。

(5)細菌が非常に少ない環境とは、空気清浄度がクラス1万以下程度の環境を想定

しているものであること。

(6)医療法施行規則第22条の4に規定する「医薬品情報管理室」は、医薬品に関す

る清報の収集、分類、評価及び提供を行う機能を備えていれば、他の用途の室と共用

することは差し支えないものであること。

(フ)特定機能病院においては、救急用又は患者輸送用自動車を備えていることが望

ましいものであること。

10 特定機能病院B (医療法施行規則第6条の3第3項に規定するもの)

独立行政法人通則法第35条の4第1項に規定する中長期目標又は国立健康危機管

理研究機構法第27条第1項に規定する中期目標に基づき運営され、もつて公衆衛生

の向上及び増進に寄与することを目的とする特定機能病院の承認等に際しては、2か

ら7までのほか、次に掲げるとおりとすること。なお、次に掲げる事項に関連する 2

から7までの一部の事項については適用しないこととすること。

(1)有すべき診療科については、医療法施行規則第6条の4第4項の規定によるも

のとすること。

②医療法施行規則第9条の20第1項第1号イに規定する「特定機能病院以外の病

院では通常提供することが難しい診療」は、 6 (1)に記載されている事項に加え、特

に先駆的な診療(他の医療機関ではあまり実施されておらず、既存の治療方法では十

分な治療を行うことが困難な患者について高い治療効果が期待される治療等)を行っ

ているものとすること。また、国の医療政策として、特定の疾患等に関する高度かつ

専門的な医療の向上を図り、もつて公衆衛生の向上及び増進に寄与する取組を行って

いるものとすること。

③医療法施行規則第9条の20第1項第6号イに規定する紹介率及び同項第7号イ

に規定する逆紹介率については、同条第2項の規定により、それぞれ、80%以上、60%

以上とすること。

④医療法施行規則第6条の4第1項に規定する診療科のうち、有している診療科

ごとに、研修統括者を配置すること。ただし、りハビリテーションを行う診療科、病

理診断を行う診療科、臨床検査を行う診療科、形成外科を行う診療科及び総合的な診

療を行う診療科に関しては任意とする。



(5)その有する能力に鑑み、救急患者に対して必要な医療を提供する体制が確保さ

れていることが望ましいものであること。

その他の特定機能病院(医療法施行規則第9条の 20第1項第1号ホの規定を満た

さないもの)

令和8年改正省令の施行の際現に医療法第4条の2第1項の規定による承認を受

けている特定機能病院であって医療法施行規則第9条の20第1項第1号ホの規定に

適合するものではない医療機関については、当分の間、特定機能病院として取扱われ

ること。引き続き業務報告等に関しては、医療法施行規則による改正前の規定に基づ

き運用していくものであるが、医療安全に係る規定(医療法施行規則第9条の 20 の

2、第9条の 25、第巧条の4、第30条の33 の22)に関しては、令和8年改正省令

による改正後の医療法施行規則が適用されることに留意すること。

2 その他

特定機能病院制度は、特定機能病院と他の地域医療機関が患者の紹介等を通じて緊

密に連携し、かつ>患者が適切な受療行動をとることによって、その趣旨が生かされ

るものであることから、貴職におかれても、地域の医療関係者及び患者に対して制度

の趣旨を十分に周知徹底するよう特段の配慮をお願いするものであること。


